


人々の価値観や社会環境の変化を的確に把握し、前例にとらわれず、時代に即したものとなるよう、業務のあ
り方・やり方を継続して見直していきます。また、市の業務にデジタル技術や民間の力などを活用し、スマートな
行政運営を目指します。



（新規追加）
○全国的な生産年齢人口の減少や働く人の価値観の多様化など、本
市を取り巻く状況が大きく変化する中、複雑化・多様化する行政課題
に対応するうえで、持続可能な行政運営の土台を担う人材の育成・確
保が重要です。



○行政運営の土台を担う優秀な人材の確保に努めるととも
に、職員配置の選択と集中を強化し、更なる定員の適正化を
進めます。

＊３ Public Private Partnership （公民連携）の略。民間事業者の資金やノウハウを活用して社会資本を整備するほか、公共サービスの充実を進めていく手法の

こと。具体的には、指定管理者制度、公設民営、自治体業務のアウトソーシングなど。

○行政の役割を意識し、公民連携を推進するとともに指定
管理者制度やＰＰＰ手法＊３などの導入を進め、民間の力を
取り入れた市政の推進に取り組みます。



主査3年目研修（チームマネジメント講座）の様子

○全ての職員が、子育てや介護などのライフステージに合わ
せて柔軟に働き続けることができるよう、職場環境の整備や
テレワークの活用などを進めます。

＊３ Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間の知的な能力を、人工的に代替する機能を実現する技術のこと。



●新潟市デジタル化基本方針
●新潟市人材育成・確保基本方針
●新潟市定員配置計画2023（Ｒ8年度改定予定）
●新潟市職員活躍プラン2026
●新潟市障がい者活躍推進計画





出典：新潟市（令和6年度）

出典：新潟市（令和6年度）

○人口減少・少子高齢化の進行と、社会保障関係費の増加が
見込まれています。また、新型コロナウイルス感染症による
社会や人々の意識・価値観の変化に加え、能登半島地震から
の復旧・復興や長引く物価高騰への対応など、社会・経済情
勢の変化を的確に捉え、限られた財源を有効に活用しながら、
財政運営を行っていく必要があります。

○緊急時の財政需要への備えである基金残高は、地震への
対応により令和5（2023）年度に一旦65億円まで減少しま
したが、令和7（2025）年度末には93億円まで回復してい
ます。他政令指定都市と比べて市民１人当たりの基金残高は
少額となっていますので、引き続き行財政改革に取り組むこ
とで、残高を確保していく必要があります。

○他政令指定都市と比べて市民１人当たりの市債残高は多
くなっています。災害復旧・復興の影響も踏まえ、将来世代に
過度な負担とならないよう市債残高を縮減していく必要が
あります。



○社会保障関係費が増加する見込みです。また、公債費は、
元金償還が減少傾向となるものの、支払利子の増加により、
全体としては増加が見込まれます。

○収支差引金額は、各年度動きがあるものの一定の範囲内
におさまっており、令和12（2030）年度にかけて安定した
財政運営が可能と見込まれます。

○臨時財政対策債※1を除く市債残高については、災害復
旧・復興の影響などにより、令和11年度（2029）年度末にか
けて増加する見込みです。

出典：総務省 公共施設状況調経年比較表（令和5年度決算）
及び住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査
（令和6年1月1日現在）より算出

令和8（２０２6）年度財政見通し（単位：億円）

出典：新潟市

○昭和50年代に整備されたものが多く、新潟市の建物
保有面積の約3割を占めており、今後老朽化の進行によ
り維持修繕・更新費用の増加が見込まれています。また、
新潟市における市民1人当たりの公共施設の保有面積
（公営住宅除く）は、政令指定都市最大となっています。



○地域経済の活性化につながる施策・事業を重視するこ
とで、市税収入の増加を図るとともに、広告収入やふるさ
と納税など歳入の拡大に努め、安定した財政運営に必要
な財源の確保を図ります。能登半島地震からの復旧・復興
に着実に取り組む中、民間活力の導入を含む既存事業の
見直しなど、社会情勢の変化に対応した行財政改革に継
続して取り組み、行政資源の効果的・効率的な配分を行う
とともに、安定的かつ機動的に活用できる基金残高を維
持・確保します。



（ワークショップの様子）

○将来を見据え、質・量・コストの3つの視点で「これから
の公共施設のあり方検討」をリ・スタートさせ、財産経営
をさらに推進します。地域密着施設については、ワーク
ショップなどで丁寧に説明し、地域の理解を得ながら、
地域別実行計画＊１の策定を進めるとともに、利用圏域
の広い施設については、市民とコミュニケーションを図
りながら、時代のニーズを踏まえながら施設再編を進め
ます。

○公共施設の集約や統廃合などを行う際に生じる跡地
は原則売却し、財源の確保に努めます。また、売却困難
地や公共施設の未利用スペースは貸し付けを検討する
など財産の有効活用による歳入確保に努めます。

○公共施設やインフラ資産の長寿命化、省エネ設備導入
による脱炭素化及びライフサイクルコスト＊２の削減を図
り、効率的かつ計画的な施設保全を推進します。







＊２ Non Profit Organizationの略。非営利組織。政府・自治体や私企業とは独立した存在として、市民が主体となって社会的な公益活動を行う組織・団体。





大学との連携によるSDGsの普及啓発活動

○SDGs未来都市として、各分野の政策・施策を推進

するにあたり、SDGsを共通言語として市民・民間事
業者・国・県・他市町村など、多様な主体とパートナー
シップを築いていくとともに、ＳＤＧｓの普及啓発にも
努めていきます。

○地域団体、市民団体同士の交流を促進し、様々な団
体の協働により、市民活動全体の活性化を図ります。

（削除）



（削除）
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